









































































































































































































































































































































































































































































































(11) 近時ドイツにおいてこの問題に深く言及したのが、Ulrich Sieber, Der straf-
rechtliche des Arzt-und Patientengeheimnisses unter den Bedingungen der
 









(14) Sieber, a. a. O.（Anm.11), S.1161ff.なお、この問題については、村山淳子
「診療情報の第三者提供をめぐるわが国の法状況の考察」西南学院法学論集37巻１
号（2005）95頁以下、同「医療情報の第三者提供の体系化」年報医事法学22号
（2007）73頁以下をも参照。また、丸山英二「個人情報保護法と医療・医学研究」
年報医事法学22号（2007）38頁以下は、個人情報保護法と医療・医学研究との関係
をこれまでの経緯を中心に簡潔にまとめている。
(15) Sieber,a.a.O.（Anm.11),S.1169.
(16) Sieber,a.a.O.（Anm.11),S.1183.
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(17) 以上の点については、甲斐・前出注（10）91-92頁で指摘しておいた。
(18) この点については、甲斐・前出注（10）92-93頁で論じたので参照されたい。
(19) この点の詳細については、秋山昌範「IT時代の医療情報――価値観の衝突を
防ぐために――」年報医事法学22号（2007）43頁以下参照。
(20) 遺伝情報をめぐる諸問題については、甲斐克則編『遺伝情報と法政策』
（2007・成文堂）参照。
（資 料）
地域がん登録事業法（素案・解説付)
厚生労働科学研究費補助金（第３次対がん総合戦略研究事業)
「地域がん登録の法的倫理的環境整備に関する研究」
丸山英二研究班（2007年３月)
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第１条（目的）
この法律は、適切な個人情報保護の下で、地域におけるがんの発生や転帰の
実態把握を系統的かつ継続的に行うとともに、それによって得られた情報を適
正かつ効果的に活用するための手続を定めることを目的とする。
第２条（基本理念）
この法律の基本理念は、国民の疾病による死亡の最大の原因となっているが
んに対し、国及び地方公共団体において科学的根拠に基づいた効果的ながん対
策が進められるよう、国及び地方公共団体が行うがんの発生の実態把握、がん
の転帰の把握及び得られた情報の活用及び提供が、適正、安全、かつ円滑に実
施され、もって国及び地方公共団体におけるがん対策の推進を図ることにあ
る。
第３条（定義）
１ この法律において「がん」とは、悪性新生物及び頭蓋内の新生物であっ
て、厚生労働省令で定めるものをいう。
２ この法律において「地域がん登録事業」とは、次に掲げるものをいう。
一 この法律の規定に基づいて、一定地域に居住する人口集団において発生
した全てのがん患者について、その診断、治療及び転帰に関する情報を継
続的に把握し、得られた情報を保管、整理、集計及び分析するとともに、
集計結果を公表し、登録情報を提供するために行う活動
二 第８条、第13条第１項、第14条第４項、第21条、第23条第１項、第24条
第１項及び第25条第２項に規定する活動
三 第22条第１項に基づいて都道府県が講じる措置
３ この法律において、「地域がん登録機関」とは、第２項第１号の活動を行
う都道府県の組織又は第４条第２項に基づいて設置された機関若しくは委託
を受けた者をいう。
【解説】
第２項において「地域がん登録事業」と定義するもののうち、第１号は狭義
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の地域がん登録事業を指し、これについては、第４条第２項で、その活動を行
わせるための機関の設置や適切と認められる者にその活動の全部若しくは一部
を委託することが認められる。
第２号及び第３号が掲げるものは、「都道府県知事が行う、医療機関の管理
者に対する届出義務の履行の要請及び情報提出の命令」（第８条）、「登録がん
患者の転帰を把握する目的で人口動態死亡情報との照合を確保するために都道
府県知事が行う、登録がん患者に係る個人識別情報の厚生労働省大臣官房統計
情報部への提出」（第13条第１項）、「都道府県が行う、厚生労働大臣に対する、
がん患者の個別情報（氏名と住所を除いたもの）の提出」（第14条第４項）、「都道
府県が行う、地域がん登録事業に関して国民の理解を深めるために講じる必要
な措置」（第21条）、「都道府県が行う、地域がん登録機関の職員で登録業務に
従事する者に対する研修の機会の提供」（第23条第１項）、「都道府県が行う、こ
の法律に基づく地域がん登録事業に要する費用の支弁」（第24条第１項）、「都道
府県知事が地域がん登録事業の適正な実施のために必要があると認めるときに
行う、委託先の地域がん登録機関に対する報告の請求、都道府県知事の指名す
る職員による地域がん登録機関の事務所の立入、若しくはその状況の実地検
査」、「都道府県が、個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他個人情報の
安全管理のために講じる必要かつ適切な措置」で、狭義のがん登録事業の活動
を、支援、推進、活用、維持、監督するために、都道府県及びその知事が行う
活動で、機関や外部者に行わせることが不適切なものである。
第３号において定義する「地域がん登録機関」は、第２項第１号に定義され
た狭義の地域がん登録事業の活動を行う者である。
第４条（実施主体）
１ 都道府県は、この法律で定めるところにより、地域がん登録事業を行う。
２ 都道府県は、第３条第２項第１号の活動を行わせるために機関を設置する
こと又は適切と認められる者にその活動の全部若しくは一部を委託すること
ができる。
３ 各地域がん登録機関は、当該都道府県の区域の全部を管轄する。
【解説】
本法では、地域がん登録事業の実施主体を都道府県とした（第１項）。都道
府県は、内部の組織にその活動を実施させても良いし、その活動を行わせるた
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めに外部に機関を設置することや、適切と認められる外部者にその活動の全部
若しくは一部を委託することをしても良い（第２項）。
第５条（登録）
地域がん登録機関は、がんと診断された時点で当該都道府県の区域内に居住
する者の情報を登録する。
【解説】
各都道府県の地域がん登録機関の管轄を定める規定である。
第６条（登録の情報源）
地域がん登録機関が第５条に基づいて登録する情報は、医療機関からの届
出、人口動態死亡情報、他の地域がん登録機関からの移送情報その他厚生労働
省令で定めるものに基づくものとする。
【解説】
?他の地域がん登録機関からの移送情報」とは、他の都道府県の地域がん登
録機関が、その区域の医療機関を受診した管轄区域内居住の患者の情報を当該
医療機関から得た場合に、第10条に従って、患者が居住する都道府県の地域が
ん登録機関に移送する情報を指している。
第７条（届出義務）
１ 医療機関の管理者は、当該機関においてがんと診断された患者について、
次に掲げる項目に係る情報を、厚生労働省令で定める期限までに、当該医療
機関が所在する都道府県の地域がん登録機関に届け出なければならない。
一 氏名
二 住所
三 性別
四 生年月日
五 がんの部位
六 組織型
七 進展度
八 診断年月日
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九 その他厚生労働省令で定める項目
２ 地域がん登録機関は、必要があると認めるときは、都道府県知事の許可を
得て、医療機関に職員を派遣して前項各号の情報を収集することができる。
３ 前項の規定に基づいて情報を収集する地域がん登録機関の職員は、第１項
各号の情報の収集に必要な範囲において、診療録及び診療に関する 記録を
閲覧することができる。
４ 地域がん登録機関は、人口動態死亡票に基づくがん患者に係る第１項各号
の情報が届け出られていない場合に、当該がん患者に係る死亡診断書が作成
された医療機関の管理者に対して届出を求めることができる。
５ 地域がん登録機関は、届出情報等地域がん登録機関が把握したがん患者情
報に基づいて必要があると認めるときは、当該がん患者を診断した医療機関
の管理者に対して第１項各号の情報の届出を求めることができる。
【解説】
医療機関の管理者は、当該機関においてがんと診断された患者について、本
人の意思に関わらず、がん罹患に関わる情報を、当該医療機関が所在する都道
府県の地域がん登録機関に届け出ることが義務づけられる。本人が、その届出
を拒否したり、登録の抹消を求めたりする権利は認められない（第１項）。
地域がん登録機関が必要と判断するときには、都道府県知事の許可を得て、
医療機関に職員を派遣して情報の収集を行ういわゆる出張採録をすることがで
きる（第２項）。そのさいに、当該職員が診療録及び診療に関する 記録を閲
覧することのできるのは、届出義務の対象となる情報の収集に必要な範囲に限
られる（第３項）。
人口動態死亡票によって把握されたがん患者について受診医療機関から届出
がなされていない場合には、地域がん登録機関は、当該がん患者の死亡診断書
が作成された医療機関の管理者に対して届出をするよう求めることができる
（第４項）。
地域がん登録機関は、届出義務の対象となる情報の収集のために、当該がん
患者を診断した医療機関の管理者に情報の届出を求めることができる（第５
項）。
なお、外国の制度においては、医療機関や医師に届出義務を課すところとし
て、アメリカの各州、カナダのほとんどの州、オーストラリアの各州、デンマ
ーク、スウェーデン、ドイツの15州のうち８州などがあり、それらの国・州で
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は届出について患者の同意も不要とされている。もっとも、ドイツの８州で
は、患者に登録について異議を申し立てる権利が認められており、その実効性
を担保するために、届出がなされたことを患者に通知する義務が、届出を行っ
た医師に課されている。
第８条（届出の要請及び命令）
１ 都道府県知事は、医療機関の管理者に対し、この法律で定める届出義務の
履行を求めることができる。
２ 都道府県知事は、前項によっても届出がなされない場合、当該医療機関の
管理者に対し、情報の提出を命じることができる。
【解説】
第７条第１項で課された届出義務を履行しない医療機関の管理者について
は、都道府県知事が、その履行を要請することができる（第１項）。また、そ
の要請がなされても届出がなされない場合には、都道府県知事は、当該医療機
関の管理者に対し、情報の提出を命じることができる（第２項）。この命令に
も従わない管理者については、第27条第２項において、50万円以下の罰金を科
すこととされている。また、当該医療機関の情報については、第７条第２項に
従って、出張採録をすることが可能である。
なお、外国の制度においては、届出義務の不履行に対して制裁を課すところ
として、アメリカの少数の州（行政処分・罰金）、カナダの４州（罰金）、オース
トラリアの多くの州（罰金）、デンマーク（罰金）、ドイツの１州（医療資格停
止）・１州（罰金）を掲げることができる。
第９条（登録項目）
地域がん登録機関が登録する項目は、第７条第１項に定める項目及び転帰そ
の他厚生労働省令で定めるものとする。
第10条（他の都道府県への登録情報の移送）
地域がん登録機関は、管轄区域内に所在する医療機関から管轄区域外に居住
するがん患者の情報を得た場合、第７条に定める登録項目に係る情報を、その
患者の居住地を管轄する地域がん登録機関に移送しなければならない。
【解説】
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その居住する都道府県外の医療機関を受診し、そこでがんの診断がなされ、
当該医療機関が所在する都道府県の地域がん登録機関に届出がなされた場合等
において、当該地域がん登録機関に対して、患者の居住地の地域がん登録機関
へ情報の移送をするよう義務づけた規定である。
第11条（届出情報の訂正）
医療機関の管理者は、当該医療機関から地域がん登録機関に届け出た情報に
誤りがあることが判明した場合、訂正後の情報を既に届け出た情報とともに、
厚生労働省令で定める方法により、当該地域がん登録機関に届け出なければな
らない。
第12条（移動及び転帰の情報源）
１ 移動及び転帰に関する情報は、医療機関からの報告、人口動態死亡情報、
住民票照会に対する市区町村からの回答その他厚生労働省令で定めるものに
基づくものとする。
２ 市区町村の長は、地域がん登録機関の長から前項に基づく登録がん患者に
関する住民票の照会を受けたときは、これに応じるものとする。
【解説】
がん患者の移動や転帰に関する情報の収集のために用いることができる方法
を掲げた規定である。
人口動態死亡情報については、人口動態死亡統計の目的に、地域がん登録に
対する情報提供を含めることが望まれるが、とりあえずは、第13条に従って目
的外使用申請を厚生労働省大臣官房統計情報部を通して総務大臣に申請するも
のとする。
住民基本台帳の閲覧に関しては、住民基本台帳法11条第１項において、何人
でも市町村長に対し、住民基本台帳の一部（氏名、生年月日、性別、住所）の写
しの閲覧を請求することができること、同第12条第２項において、何人でも住
民票の写しの交付を請求することができること、同第11条第３項及び第12条第
５項において、いずれについても、市町村長は、請求が不当な目的によること
が明らかなときには、これを拒むことができること、が規定されている。他
方、近年、このような公開原則に対して、個人情報保護の観点から、それを修
正し、条例で大量閲覧を制限したり、公開を制限する運用がとったりする地方
自治体が現われている。第２項の規定は、登録患者の移動及び転帰を調べるた
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めに地域がん登録機関からなされる照会が円滑に対応されるように、このよう
な照会がなされた場合に市区町村の長はそれに応じることとすることを定めた
ものである。
第13条（登録がん患者の死亡情報把握のための個人識別情報の国への提出）
１ 都道府県知事は、登録がん患者の転帰を把握する目的で人口動態死亡情報
との照合を確保するために、登録がん患者に係る第７条第１号から第４号の
情報を厚生労働省大臣官房統計情報部に提出するものとする。
２ 厚生労働大臣は、統計法（昭和22年法律第18号）第15条第２項に基づく総
務大臣の承認が得られた後、前項の規定によって提出された情報と人口動態
死亡情報とを照合し、第７条で定める登録項目のうち厚生労働省令で定める
情報（死亡年月日、原死因等）を地域がん登録機関に移送するものとする。
第14条（集計と利用）
１ 地域がん登録機関は、厚生労働省令で定める項目について定期的に集計を
行い、集計結果を公表するものとする。
２ 地域がん登録機関は、前項に定めるもののほか、地域におけるがん対策に
必要な項目について集計及び分析を行うことができる。
３ 都道府県は、前２項によって得られた集計及び分析の結果をがん対策基本
法（平成18年法律第98号）第11条に基づく都道府県がん対策推進計画の策定
及びがん対策の効果に関する評価に用いるものとする。
４ 都道府県は、厚生労働大臣に対し、厚生労働省令で定めるところにより、
地域がん登録機関において整理されたがん患者の個別情報（氏名と住所を除
いたもの）を提出しなければならない。
５ 厚生労働大臣は、前項の規定に基づいて都道府県が提出したがん登録情報
を用いて厚生労働省令で定める項目について定期的に集計を行い、集計結果
を公表するとともに、その内容をがん対策基本法第９条に基づくがん対策推
進基本計画の策定及びがん対策の効果に関する評価に用いるものとする。
第15条（研究的利用への対応）
地域がん登録機関は、研究者から研究目的でのがん登録情報の利用申請がな
されたときは、厚生労働省令で定める手続の下で、これに応じることができ
る。
第16条（行政機関の登録情報の利用）
都道府県は、地域がん登録事業によって得られた情報を、がん検診の質の向
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上等のがん対策事業の立案及び評価、並びに医療法（昭和23年法律第205号）第
30条の４に基づく医療計画の作成及び医療計画に定める事項に関する評価の目
的で用いることができる。
第17条（転帰情報の届出医療機関への提供）
地域がん登録機関は、届出医療機関に対し、当該医療機関から届出を受けた
がん患者について、地域がん登録機関において保有する転帰の情報を提供する
ことができる。
【解説】
届出医療機関は、自らが提供した医療の成績を把握するために、受診した患
者の転帰情報を必要とする場合に、地域がん登録機関にその情報の提供を請求
することがある。そのような請求に応じることは、形式的には、患者の個人情
報の、本人の同意なき、第三者提供にあたる。しかし、医療機関が医療を提供
した患者の転帰を知ることは、医療機関のがん診療の評価を行い、ひいてはが
ん診療の均てん化を推進するうえで不可欠であるので、本条は、地域がん登録
機関がこのような請求に応じて情報の提供をすることができることを明文化し
た。
第18条（登録情報の診療目的での医療機関への提供）
１ 医療機関の管理者は、当該医療機関において診療を受けた患者について、
当該患者の同意を得て、地域がん登録機関に対し、診療の目的で当該患者の
登録情報を照会することができる。
２ 地域がん登録機関は、前項の照会に応じて登録情報を提供することができ
る。
第19条（自己情報の開示請求）
１ 何人も、この法律の定めるところにより、厚生労働省令で定める手続に従
い、地域がん登録機関に対し、自己を本人とする登録情報の開示を請求する
ことができる。
２ 地域がん登録機関は、前項に基づく開示の請求があったときは、本人に対
し、厚生労働省令で定める方法により、遅滞なく、当該登録情報を開示しな
ければならない。ただし、開示することにより次の各号のいずれかに該当す
る場合は、その全部又は一部を開示しないことができる。
一 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれが
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ある場合
二 当該地域がん登録機関又は届出医療機関の業務の適正な実施に著しい支
障を及ぼすおそれがある場合
三 法令に違反することとなる場合
３ 地域がん登録機関は開示決定等をするに当たって、当該情報の届出医療機
関に対し、厚生労働省令で定めるところにより、開示を求められた情報の内
容その他厚生労働省令で定める事項を通知して意見を聴くことができる。
【解説】
本条は、地域がん登録機関が保有するがん患者の情報について、患者本人の
開示請求を認めたものである。
第１項は、行政機関個人情報保護法第12条第１項の規定に倣って、本人の開
示請求について定めたものである。
第２項は、個人情報保護法第25条及び「医療・介護関係事業者における個人
情報の適切な取扱いのためのガイドライン」（厚生労働省、平成16年12月24日）
に倣って、地域がん登録機関は原則として開示請求に応じなければならないこ
とを定め、その例外として、開示しないことができる場合を列挙している。開
示しないことができる場合に関する行政機関個人情報保護法第14条の規定は、
複雑でかつ必要以上に広いものであると考えられたため、必要な場合について
簡潔に規定している個人情報保護法の規定に倣った。
第３項は、行政機関個人情報保護法第23条第１項に倣って、地域がん登録機
関が患者本人の開示請求に対して可否を判断するときに、当該情報を届けた医
療機関に、開示をすることに関して意見を聴くことができることを定めたもの
である。
なお、外国の制度においては、患者本人に開示請求を認めるところとして、
アメリカのかなりの州、カナダの３～４州、オーストラリアの２～３州、デン
マーク、スウェーデン、ドイツの各州などがある。
第20条（登録情報の訂正）
１ 何人も、自己を本人とする登録情報の内容が事実でないと思料するとき
は、この法律の定めるところにより、厚生労働省令で定める手続に従い、地
域がん登録機関に対し、当該登録情報の訂正を請求することができる。
２ 地域がん登録機関は、前項に基づく訂正の請求があったときは、地域がん
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登録の目的の達成に必要な範囲内において、遅滞なく必要な調査を行い、そ
の結果、訂正の必要が認められた場合には、当該登録情報の内容の訂正を行
わなければならない。
３ 地域がん登録機関は、第１項の規定に基づき求められた登録情報の内容の
全部若しくは一部について訂正を行ったとき、又は訂正を行わない旨の決定
をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨（訂正を行ったときは、その内
容を含む。）を通知しなければならない。
【解説】
患者本人方の訂正請求を認めた規定である。
第１項は、行政機関個人情報保護法第27条第１項に倣っている。
第２項は、行政機関個人情報保護法第29条及び個人情報保護法26条第１項を
参考にして定められたものである。
第３項は、個人情報保護法26条第２項に倣ったものである。
第21条（国民の理解）
国及び都道府県は、地域がん登録事業について国民の理解を深めるために必
要な措置を講ずるよう努めなければならない。
第22条（個人情報の保護）
１ 国及び都道府県は、地域がん登録機関が取り扱う個人情報の漏えい、滅失
又はき損の防止その他個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講
じなければならない。
２ 地域がん登録機関は、その取り扱う個人情報の漏えい、滅失又はき損の防
止その他個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければな
らない。
３ 地域がん登録機関は、その職員に個人情報を取り扱わせるに当たっては、
当該個人情報の安全管理が図られるよう、当該職員に対する必要かつ適切な
監督を行わなければならない。
４ 地域がん登録機関は、個人情報の取扱いの全部又は一部を委託する場合
は、その取扱いを委託された個人情報の安全管理が図られるよう、委託を受
けた者に対する必要かつ適切な監督を行わなければならない。
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【解説】
第２項は個人情報保護法20条、第３項は個人情報保護法21条、第４項は個人
情報保護法22条に倣ったものであり、第１項は、第２項に定めた地域がん登録
機関の責務に国及び都道府県の責務を追加したものである。
なお、第27条に、地域がん登録事業の実施において知り得た個人情報を正当
な理由がないのに漏えいした者に対して１年以下の懲役又は50万円以下の罰金
を科す規定を置いている。
第23条（職員の研修）
１ 都道府県は、地域がん登録機関の職員で登録業務に従事する者が適正に業
務を遂行できるよう、研修の機会を設けなければならない。
２ 厚生労働大臣は、前項に規定する研修が適切に行われるよう、技術的支援
その他の必要な措置を講じるものとする。
３ がん登録事業に従事する者は、原則として第１項に規定する研修を受講し
た者でなければならない。
第24条（費用負担）
１ この法律に基づく地域がん登録事業に要する費用は、都道府県の支弁とする。
２ 国は、前項の費用に対して、政令で定めるところにより、その２分の１を
負担する。
第25条（報告、立入等）
１ 厚生労働大臣は、地域がん登録事業の適正な実施のために必要があると認
めるときは、都道府県知事若しくは地域がん登録機関に対し、報告を求め、
又は厚生労働大臣が指名する職員をして、地域がん登録機関の事務所に立ち
入って関係者に対して質問させ、若しくは実地にその状況を検査させること
ができる。
２ 都道府県知事は、地域がん登録事業の適正な実施のために必要があると認
めるときは、委託先の地域がん登録機関に対し、報告を求め、又は都道府県
知事の指名する職員をして、地域がん登録機関の事務所に立ち入って関係者
に対して質問させ、若しくは実地にその状況を検査させることができる。
第26条（事務の区分）
第４条第１項の規定により都道府県が処理することとされている事務は、地
方自治法（昭和22年法律第67号）第２条第９項第１号に規定する第１号法定受
託事務とする。
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【解説】
地方自治法は、都道府県の処理する事務を法定受託事務と自治事務とに分
け、都道府県が処理する法定受託事務を、第２条第９項第１号において、「法
律又はこれに基づく政令により都道府県、市町村又は特別区が処理することと
される事務のうち、国が本来果たすべき役割に係るものであつて、国において
その適正な処理を特に確保する必要があるものとして法律又はこれに基づく政
令に特に定めるもの（以下「第２号法定受託事務」という。）」と定義し、自治事
務を、第２条第８項において、「地方公共団体が処理する事務のうち、法定受
託事務以外のもの」と定義している。法定受託事務に関しては、自治事務と同
様、地方公共団体の事務であって、その名称にかかわらず、国の事務が委託の
結果、地方公共団体の事務になったと観念されるわけではないとされ、両者の
違いは、自治事務については、地方公共団体の自主的判断をより重視し国の関
与を制限するが、法定受託義務については、国にとってその適正な処理を確保
する必要性が高いため、より強力な関与の仕組みを設けている点にあるとされ
る（宇賀克也『地方自治法概説・第２版』79～80頁（2007））。
地域がん登録事業に関しては、その実施主体を都道府県にすることが適切と
考えられるが、国によってその適正な実施を確保する必要性が高いものと考
え、法定受託事務を位置づけた。
※なお、第２号法定受託事務は、同第２条第９項第１号において、「法律又
はこれに基づく政令により市町村又は特別区が処理することとされる事務の
うち、都道府県が本来果たすべき役割に係るものであつて、都道府県におい
てその適正な処理を特に確保する必要があるものとして法律又はこれに基づ
く政令に特に定めるもの（以下「第２号法定受託事務」という。）」と定義され
ているが、市町村又は特別区が処理する事務に係るものであるので、上記の
解説では省略している。
第27条（罰則）
１ 地域がん登録事業の実施において知り得た個人情報を正当な理由がないの
に漏えいした者は、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。
２ 第８条２項の規定による命令に違反した者は、50万円以下の罰金に処す
る。
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